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Ⅲ． 役職員等 

1. 役職員 

 (平成26年4月2日現在) 

 役員職 研究職 事務職 合
計 職 

名 
理
事
長 

理
事 

監
事 

セ
ン
タ
ー
長 

首
席
研
究
員 

部
長 

室
長 

統
括
研
究
員 

上
席
研
究
員 

企
画
専
門
員 

主
任
研
究
員 

研
究
員 

任
期
付
研
究
員 

計 部
長 

課
長 

係
長 

一
般
職
員 

計 

人数 1 2 2 13（1名兼務） 1 31 20 8 13 86 1 1 4 6 12 103 

 

理事長 小 川 康 恭 機械システム安全研究グループ
理事 豊 澤 康 男 部長 梅 崎 重 夫
〃 福 澤 義 行 上席研究員 池 田 博 康
監事 海　野 哲　也 〃 佐々木 哲 也
監事(非常勤) 藤 川 裕紀子 〃 清 水 尚 憲

〃 本　田 尚
総務部 〃 齋 藤 剛
総務部長 渡 部 宏 主任研究員 山 際 謙 太
総務課長 東 尾 具 紀 研究員 山 口 篤 志
総務第一係 係長 水 谷 正 明 〃 岡 部 康 平

係員 渡 邊 あゆみ
鈴 木 貴 行 建設安全研究グループ

会計第一係 係長 遠 藤 貴 志 部長 梅 崎 重 夫
係員 貝 渕 文 哉 部長代理　 大 幢 勝 利
〃 紺 野 暁 彦 上席研究員　 玉 手 聡

経理第一係 係長 東 尚 史 〃 高 梨 成 次
主任 塩 見 雅 子 〃 日 野 泰 道
係員 小 舟 勇 紀 主任研究員　 伊 藤 和 也

経理第二係 係長 松 本 匡 史 〃 高 橋 弘 樹
〃 吉 川 直 孝

研究企画調整部 研究員 堀 智 仁
部長　　　　　　　　　　　　　　　　　永 田 和 博
首席研究員　　　　　　　　　　　　甲 田 茂 樹 化学安全研究グループ
統括研究員 古 屋 隆 部長 藤 本 康 弘
企画専門員 中 島 淳 二 上席研究員 板 垣 晴 彦

〃 島 田 行 恭
労働災害調査分析センター 〃 大 塚 輝 人
センター長 小 松 克 行 〃 八 島 正 明

主任研究員 水 谷 高 彰
国際情報・研究振興センター 任期付研究員 佐 藤 嘉 彦
センター長 山 隈 瑞 樹

電気安全研究グループ
部長 冨 田 一
上席研究員 大 澤 敦

〃 崔 光 石
主任研究員 濱 島 京 子
任期付研究員 三 浦 崇

技能職員
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 LDH  μ -TP  TNFα 
 (U/L)  (mg/dL)  (pg/mL) 
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4%

PBS
5% 2

Leica 10-30 m

TiO2

TiO2

TiO2

 ( 3)

TiO2  ( 4)
TiO2

TiO2

 

TiO2

 
 

3  
TiO2  

41



42 

4  
TiO2  

 
 

1) Nobuhiko Miura, Katsumi Ohtani, Tatusya 
Hasegawa, Rieko Hojo, Yukie Yanagiba, 
Tetsuya Suzuki, Megumi Suda, Rui-Sheng 
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(a) ポリエチレングリコール 

 
(b) オレイン酸 

③ 貯槽での爆発や火災となる原因物質の調査 
廃油、汚泥状物質などの試料を産業廃棄物処理

施設から入手し、元素分析、引火点測定（規格試験、

薬さじを使った簡易試験）、簡易燃焼性試験、熱分

析（TG-DTA, DSC）を行い、危険性評価を行った。 
④ マグネシウム合金の燃焼性の評価 

これまでの研究より、堆積したマグネシウムの粉じ

んの燃焼性に関して、燃え拡がり速度は乾燥状態よ

りも湿った状態でかなり大きくなることが明らかになっ

ている。本年度は、湿った場合に燃え拡がり速度が

大きくなる現象と高速で燃え拡がる機構の明確化を

目的とし、鋳造用マグネシウム合金としてよく用いら

れるAZ91を試料とし、その研磨粉じんが水で湿った

場合について燃え拡がり挙動を調べた。実験の結

果、高速で燃え拡がる原因としては、 
a) 火炎直下の気化したマグネシウム蒸気、未燃焼

の粒子が水蒸気の強い吹き出しとともに上方に運

ばれ、燃焼すること。 
b) 火炎が垂直に立ち上がり、オーバーハングして

形成することで未燃焼領域の堆積面の加熱が促進

されること。 

c) 燃焼粒子が前方に飛び出し，堆積層表面に付着

し，新たに燃え始めること。 
などが考えられた。 
(2) サブテーマ3：貯槽での災害における機器･設備

の問題点の抽出とハード的な防止策の検討 
実際に使用されているガス溶断器具の性能試験

を行い、使用環境と年数による劣化状況を把握する

ため、産業現場で使われた器具の回収を行った。な

お、本回収調査は（一社）日本溶接協会の協力を得

て行った。図4に回収した器具（圧力調整器、ホース、

ガス溶断器）の一例を示す。 
これらの回収品について、外観目視による主な結

果は次のとおりである。 
a) 圧力調整器の外観検査では、ガード部分の腐食

や損傷、くもり、指針の 0点のずれ、取付金具の損

傷などが確認された。 
b) ホースでは、硬化、ひび割れ、焦げ跡、ホースバ

ンドの代わりに針金を使用していた例が見られた。 

 

(a) 圧力調整器 

 

(b) アセチレン用ホースと酸素ホース 

 

(c) ガス溶断器（吹管） 
 

図4 回収した器具の例 
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図 3 高性能型熱分析装置と従来型装置の比較

図4 回収した器具の例 
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1) Hiroyasu Saitoh, Takaaki Mizutani, Sayuri Kurihara, 

Tomohito Hori (2015) Observation of Confined 
Deflagration Phenomena of Flammable Gas 
Mixtures under Elevated Gravity. Progress in Scale 
Modeling, 2, Selection B, pp.105-114. 

2) , ,  (2014) 
, 

, Vol.53, No.3, pp. 181-187. 
 

1)  (2014) 
Vol.64 No.4 p.54. 

2)  (2014) , 
, Vol.34, No.111, pp. 8-12. 

3)  (2014) 
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1) Yoshihiko Sato (2014) Evaluation for Spontaneous 
Ignition Hazards of Chemical Substances using 
Differential Accelerating Rate Calorimeter. The 5th 
World Conference of Safety of Oil and Gas Industry 
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(WCOGI 2014), Abstract proceedings of WCOGI 
2014, p.55. 

2) Yoshihiko Sato, Haruhiko Itagaki, Use of 
Differential Accelerating Rate Calorimeter for 
Evaluating Spontaneous Ignition Hazards of 
Chemical Substances, The 7th International and the 
9th China-Japan Symposium on Calorimetry and 
Thermal Analysis (CATS 2014) , Abstract 
collection of CATS 2014, p.27. 

3)  (2014) 

. 2014 , 
pp.384-385. 

4)  (2014) 
,

2014 , pp.380-383. 

5) (2014) 
, 47

, pp.159-162. 
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, pp.175-176 

7)  (2014) 
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検討を行う。特に、転倒災害が多く見られる斜面移

動についてその危険要因を明らかにし安全作業に

必要な条件を提案する。サブテーマ3では最新のセ

ンシング技術を活用したモニタリングシステム（人体

検知、転倒予測、過荷重検知など）やICTを活用し

た情報伝達システムなどの開発を試みるとともに、安

全性と作業性の両立を考慮した総合的な設計指針

を併せて提案する。以上のとおり、本プロジェクト研

究は3つのサブテーマによって実行するものである。 
(4)研究の特色・独創性 

シートベルトの着用やキャビンの保護構造(ROPS)
が国内外で規格化されたことにより、運転者の安全

は守られるようになった。しかしながら、その周辺の

誘導者や作業者が機械にひかれたり激突されたり

する問題は残されたままとなっている。すなわち、建

設機械の安全には運転者の防護に加えて、建設機

械を転倒させない本質的な対策が必要とされている。

加えて、建設機械との接触防止については、作業性

や人間特性を考慮した実用性の高い防止装置が存

在しないことから、本研究ではその特性を考慮した

人体検知装置と連絡調整システムを開発したいと考

えている。以上のとおり、本研究では建設機械の安

全について、新たな観点から対策を検討するもので

あり、その内容は独創的なものと考えられる。 
【研究成果】 

本プロジェクト研究は平成24年度からの4年計画

で実施しているが、サブテーマ1については平成24
年度と平成25年度の2年計画のため既に昨年度で

終了している。このサブテーマ1では、過去に発生し

た建設機械の転倒、転落及び接触災害に着目し、

その発生条件を詳細分析した。特に災害の発生場

面を調査して科学的に解明が必要な危険や開発が

必要な安全装置を表1のように整理した。墜落、転落、

転倒の発生を防止するためには、危険な作業を行

わせないようにすることが必要である。建設機械では

その登坂性能がカタログ等に表記されているものの、

その角度の値は作業上の安定を保証するものでな

い。建設機械の安定限界は掘削や走行などの作業

種類によって変わるとともに、斜面の勾配や支持力

並びに摩擦などの地盤条件によっても異なるためで

ある。また、移動式クレーンや大型建設機械を設置

する現場では地盤が沈下しないよう養生することが

必要である。そのため、サブテーマ2では斜面作業と

建設機械の転倒危険の解明と作業現場の必要地耐

力を研究することとした。激突され、はさまれ、巻き込

まれの防止については、先の「転倒」に関係したもの

を除けば、後退中にひかれたものや旋回中に接触

したものが多い。特に機械の最大掘削半径が10m未

満での接触は過半数を占めていたことから、サブテ

ーマ3では半径10mの範囲に作業員が接近すると警

報するシステムの開発が接触防止に必要なことがわ

かった。 
以上より、サブテーマ1の調査からサブテーマ2と

サブテーマ3で焦点を当てて検討すべき問題を明ら

かにし、そのパラメータを整理した。以下では両サブ

テーマ2と3から得られた成果を報告する。 
(1)サブテーマ2 

ドラグ・ショベルが法肩から降下する時の不安定

性を調査するために、その小型模型を用いた遠心

模型実験を実施した。昨年度までは、発泡ポリエチ

レンを用いて模型地盤を作製して、データの蓄積を

行ったが、本年度は土試料（関東ローム）を用いて

模型地盤を作製し、法肩の形状の違いが機械の挙

動に与える影響について検討を行った。 
図2に実験の概要を示す。ドラグ・ショベル模型は

約1/10スケールであり、無線通信による操作が可能

である。模型斜面は関東ロームを締固め圧力50kPa
で静的に締固めた後、所定の形状(斜面傾斜=30
度)に成形した。図3に法肩の形状を示す。本年は天

端と斜面の勾配条件の違いが転倒に及ぼす影響を

明らかにするため、図3(a)に示すように法肩が角張

った（掘削なし）条件と、図3(b)のような丸まった（掘

削あり）条件の2種類で実験を行った。掘削ありのケ

ースでは法肩から天端方向と法先方向のL/4の点を

結んだ部分を掘削した。ここで、Lは模型の車軸間

距離（L=160mm）である。走行速度は、0.03m/s（実

表1 サブテーマ1から明らかとなった検討課題 
建設機械等による災

害 
検討(研究)すべき課題 

墜落、転落、転倒の

災害(サブテーマ2) 
斜面作業と建設機械の転倒危

険の解明 
作業現場の必要地耐力の解明 

激突され、挟まれ、

巻き 
込まれ災害 
(サブテーマ3) 

建設機械と作業員の接近検知、

警報装置の開発 
全周囲監視カメラの開発 

その他
16.2%

交通事故(道路･その他)
12.2%

崩壊・倒壊
8%

飛来・落下
4.8%

転倒
2.7%

はさまれ・巻き込まれ
10.1%

激突され
6.9%

墜落・転落
39.3%

事故
の型

その他
26.3%

仮設物、建築物、構築物等
32.9%

用具
4.8%

乗物
8%

動力運搬機
8.8%

動力クレーン等
6.1%

建設機械等
13.3%

起因物

図1 平成26年の建設業における死亡労働災害

（左：事故の型、右：起因物） 
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大換算0.11km/h）および0.09m/s（0.32km/h）とした。

表2に実験条件を示す。データ等の計測については、

走行の様子を高速度カメラで撮影し、その動画を解

析して挙動を求めた。本研究では、壁面に設置した

二つの解析用マーカーA-A’と模型の車軸に設置し

た二つのマーカーを結んだB-B’のなす角を機体傾

斜角と定義した。 
高速度カメラで撮影した動画の解析結果を図4に

示す。図に示したデータは、実大スケールに換算し

た角速度と機体傾斜角の関係である。曲線は天

端から走行を開始して法肩を通過し、その後、前側

の履帯が斜面に接地するまでのデータを示している。 
法肩の掘削の有無による影響を比較すると、掘削あ

り（Cs3、Cs4）のは、掘削なし（Cs1、CS2）のそれより

も小さい。すなわち、回転運動エネルギーが小さい

ため機体は安定している。走行速度vによる比較で

は、vが速いほどは大きくなっている。この差は運動

エネルギーによるものと考えられ、過去の実験でも

同様な傾向が見られた。なお、一連の実験ではCs3
（v=0.03m/s、掘削あり）のみ転倒せずに降下できた。

以上より、斜面を降下する建設機械の安定は、法肩

角部の形状と通過時の走行速度に左右されることが

わかった。 

図2 実験の概要 
 

 
 （a）掘削なし （b）掘削あり 

図3 法肩の形状

表2 実験条件 
実験名 速度v (m/s) 法面掘削 

Cs1 0.03 なし 
Cs2 0.09 なし 
Cs3 0.03 あり 
Cs4 0.09 あり 

 
図4 角速度と機体傾斜角の関係 

 
図5 斜面降下時の重心位置の移動 

 
図5は法肩通過時に機械の重心位置が移動する

モデルを示す。模型の重心が法肩を通過するととも

に傾斜し始め、点cを支点として回転する。このとき

の重心の移動量hは式(1)によって求めることができ

る。 
  cossin  hdhh  (1) 
ここで、hは履帯底面から重心位置までの距離で

ある。 
エネルギー保存則に従って、重心位置の移動量

hと角速度の間には式(2)の関係が成り立つ。 

 22

2
1  rMhgM  (2) 

ここで、Mは模型の質量、gは重力加速度、rは回

転半径（=h）である。 
したがって、によって異なる角速度の理論値cal

は式(3)によって求まる。 

 
 (3) 

各実験ケースのhを動画解析により逆解析的に

求めて、calを算出した。本研究では、実験で得られ
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また、②については1～2年目に双極性防爆構造除

電器の除電電極の配置の最適条件および除電距

離等の検討を行い、3年目に現場における双極性防

爆構造除電器の有効性の評価を行う。 
サブテーマ3：着火性放電と非着火性放電の放電ス

ペクトルに差があること、および放電エネルギーの輸

送過程から任意の放電火花の着火性が予測できる

ことから、これらを応用して実用的な放電着火性の

予測技術を開発する。具体的には、①放電発光の

スペクトル分析及び②放電着火理論に基づく数値

計算という二つの新しい手法を用いる。①では、模

擬着火源を用いた放電検出とスペクトル分析、分光

分析による着火性放電特性解明、および現実の着

火源の分光分析と着火性の評価手法を開発する。

また、②では、放電着火理論の定式化と計算プログ

ラムの開発、および、任意の回路条件による計算の

試行と着火性危険性の解明を実施する。 
(4) 研究の特色・独創性 

工場等において電気エネルギー（電気火花、静

電気放電）によって発生する爆発・火災を防止する

ために、当研究所発行の「工場電気設備防爆指針」

および「静電気安全指針」が国内唯一の技術指針と

して活用されている。しかし、背景に述べたように、こ

れらの指針ではカバーしきれない災害も多々発生し

ており、このような事態を解決するために系統的に

研究を行い、行政とも連携しつつ適切な現場および

業界全体の指導が可能な組織は当研究所以外に

はない。 
また、分光分析の着火性判定への応用や新たな

理論に基づく放電着火性の予測等、学術的にもレベ

ルの高い研究と考えられる。 
【研究成果】 

本研究の各サブテーマにおける成果は，以下の

通りである。 
(1)サブテーマ1： 

液体撹拌帯電特性の一般的傾向を知るため、図1
に示すように、グラスライニング撹拌容器を模擬した

卓上型実験装置（容量5 L）を使用して種々の溶剤

及び粉体を用いた撹拌帯電実験を行った。各電界

測定場所での結果の一例を図2に示す。センサの位

置は、容器の底面からの高さ①10mm、②100 mm、

③150 mm、および④200 mm（液面）である。 
結果をまとめると、次のようになる。 
溶媒が高導電性（アセトン、導電率6.010-6 S/m）

のときはほとんど帯電しないが、低導電性（トルエン

3.010-11 S/m、およびヘプタン6. 10-14 S/m）のときは

顕著に高い電界を示す。また、粉体粒径が小さいほ

ど電界は高いが、粉体の粒径によっては帯電極性

が逆転することがある。さらに、粉体濃度によっても

帯電極性が異なることがある。以上のことから、造粒、

溶解を伴う撹拌工程では、電荷量および極性が頻

繁に変化する可能性が示唆され、除電を効果的に

行うためには、正負の両極性の除電性能を有する除

電器の開発が必要であることが判明した。 
次に、予備実験として、実規模の撹拌帯電実験装

置（容量200 L）を用いて、除電実験を行った。これ

は、直流式コロナ放電形除電器を用いて、攪拌中の

液体の液面上からイオンを含む空気を吹き付けるも

のである。その結果、通常の状態では最大330 V/cm
の液面電界が、除電器を作動させることによって、20 
V/cm以下に低下した。また、液体の電荷密度につ

いても、大きく減少することが確認された。したがっ

て、除電を効果的に行うことにより、放電現象を抑制

できるだけでなく、ピンホールなどのライニングの破

壊にも効果的であることが確認された。 
(2)サブテーマ2： 

本研究では従来式の問題点を解決した帯電量評

価装置を新たに開発した。帯電量測定の簡便化、

装置のコンパクト化、再現性のある測定値が得られ

図1 卓上型撹拌帯電実験装置 
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��� ����������������������������������� 【5年計画の4年目】 

佐々木毅(有害性評価研究 G)，久保田均（同），松尾知明（同），岡龍雄（同），甲田茂樹(同)，
柴田延幸(人間工学・リスク管理研究 G)，中村憲司（環境計測管理研究 G），

久永直見（愛知学泉大学），柴田英治（愛知医科大学），毛利一平（東京労働安全衛生センター）

【研究期間】平成23年度～平成27年度 
【実行予算】4,250千円(平成26年度) 
【研究概要】 
(1) 背景（主要文献，行政的・社会的ニーズなど） 

建設業は多種多様な化学的・物理的リスクに曝さ

れる業種であり、またここ数年は既存建造物の解体

に伴う石綿ばく露も危惧されている。更に、昨今の

様々な技術革新等に伴い、これまで見られなかった

新たな健康障害の発生が懸念される。その一方でこ

の業種は小規模の事業所が大半であり、そのため

労働安全衛生面での管理・指導が徹底され難いこと

が問題となっている。 
(2) 目的 

建設業従事者のうち、特に小規模事業所、或いは

自営業（一人親方を含む。）等における労働災害や

健康障害の発症の解明並びに予防策を産業疫学

的な観点から検討し、労働安全衛生対策に寄与で

きるデータを提供することを目的として、本プロジェク

ト研究は、次の3つのサブテーマから構成される。 
① サブテーマ1：職業コホートを用いた死因に関す

る追跡調査 
② サブテーマ2：定期健診時における問診票による

横断調査と縦断的解析 
③ サブテーマ3：建設作業現場の有害要因のばく

露の実態調査 
 

(3)方法 
サブテーマ1の建設業の職業コホート（某県建設

国民健康保険組合員約17,500名男性）の設定は、

本プロジェクト研究開始前から当研究所の基盤的研

究（代表者：久保田）によって実施されていたものを

引き継いだ。そのコホートの拡大を目指すと共に、

死因に関する追跡調査を行い、職種、有害物ばく露

状況等と死因との関連を検討する。サブテーマ2で

は上記の建設国保組合の定期健診時に併せて独

自の問診票を用いた横断調査（毎年5,500～6,000
名）を実施し、職種、建材取扱い状況、有害物ばく

露状況と各種疾患や自覚症状の有訴状況、発生す

る労働災害等との関連を検討する。サブテーマ3で

は建設作業の危険有害要因について、問診票によ

る自覚的訴えを把握した上で、作業環境測定や個

人ばく露測定などを用いて定量的な有害因子の把

握と評価を実施する。なお、サブテーマ3については

現場の実態調査のみならず、本研究の目的の一つ

表 1 主要 6 職種の死因の推移 
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あった。 
介護者の健康診断の受診率は98.2%、腰痛健診の

受診率は44.6%、介助方法の講習・研修の受講率は

62.7%、福祉用具の講習・研修の受講率は38.4%、

介助方法に関するマニュアルの活用率は67.4%、介

助方法や福祉用具の責任者と相談して指導を受け

ている者の率は71.5%であった。 
最近1週間に腰痛のあった者は51.9%、過去1年

間に腰痛のあった者は73.0%であった。移乗及び入

浴介助時に腰部に中程度以上の負担を感じていた

者は、それぞれ55.0%と54.6%であった。また、リフト

を時々・しばしば・必ず使用する者は移乗時に

10.8%と入浴時に38.7%、人力で要介護者を時々・し

ばしば・必ず持ち上げる者は移乗時に96.7%と入浴

時に92.3%、無理な作業姿勢を時々・しばしば・いつ

もとっている者は移乗時に91.1%と入浴時に89.5%
であった。 

表1には、ロジスティック回帰分析による、最近1週

間の腰痛と安全衛生活動・介助方法の関係を示す。

最近1週間の腰痛発生と関連した安全衛生活動お

よび介助方法は、「介助方法や福祉用具の責任者と

相談せず指導も受けていない（OR:1.2）」、「移乗介

助時にリフトを使用していない（OR:1.6）」、「入浴介

助時にリフトを使用していない（OR:1.7）」、「入浴介

助時に要介護者を人力で持上げている（OR:1.8）」、

「入浴介助時に無理な姿勢をとっている（OR:3.4）」

であった。 
表1 最近1週間の腰痛と安全衛生活動・ 

介助方法の関係 

 
表2には、過去1年間の腰痛と安全衛生活動・介

助方法の関係を示す。過去1年間の腰痛発生と関

連した安全衛生活動および介助方法は、「福祉用具

の講習・研修を受けていない（OR:1.2）」、「福祉用具

を利用するように指導されていない（OR:1.2）」、「移

乗介助時にリフトを使用していない（OR:1.5）」、「移

乗 介 助 時 に 要 介 護 者 を 人 力 で 持 上 げ て い る

（OR:1.8）」、「入浴介助時にリフトを使用しない

（OR:1.6）」、「入浴介助時に要介護者を人力で持上

げている（OR:2.1）」、「入浴介助時に無理な姿勢を

とっている（OR:3.1）」であった。 

表3には、移乗介助時の腰部負担と安全衛生活

動・介助方法の関係を示す。移乗介助時の腰部負

担増大と関連した安全衛生活動および介助方法は、

「介助方法や福祉用具の責任者と相談せず指導も

受けていない（OR:1.4）」、「作業ローテーションを工

夫していない（OR:1.3）」、「移乗介助時にリフトを使

用していない（OR:1.7）」、「移乗介助時にスライディ

ングボード／シートを使用していない（OR:1.2）」、

「移乗介助時にベッドの昇降・背上げ機能を使用し

ていない（OR:1.3）」であった。 

表 3 移乗介助時の腰部負担と安全衛生活動・ 
介助方法の関係 

 
表4には、入浴介助時の腰部負担と安全衛生活

動・介助方法の関係を示す。入浴介助時の腰部負 

表 4 入浴介助時の腰部負担と安全衛生活動・ 
介助方法の関係 

 

表2 過去1年間の腰痛と安全衛生活動・

介助方法の関係 

70



 

71 

担増大と関連した安全衛生活動および介助方法は、

「介助方法や福祉用具の責任者と相談せず指導も

受けていない（OR:1.4）」、「入浴介助時にリフトを使

用していない（OR:2.8）」、「入浴介助時に特殊浴槽

を使用していない（OR:1.3）」、「入浴介助時に要介

護者を人力で持上げている（OR:3.0）」、「入浴介助

時に無理な姿勢をとっている（OR:6.3）」であった。 
以上の結果をまとめると、最近1週間の腰痛有訴

者は5割、過去1年間の腰痛有訴者は7割を超え、多

くの介護者が腰痛を抱えていた。また、移乗及び入

浴介助時に腰部負担を感じていた介護者は5割を

超え、これらの介助方法の改善が必要と思われた。

福祉用具に関しては、介護施設への導入率が低く

また導入台数も少なかった。このような施設において

は、介助方法や福祉用具の責任者と相談し指導を

受けること、福祉用具の講習・研修やその利用の指

導を受けること、作業ローテーションを工夫すること

が、腰痛予防と腰部負担の軽減に関連した。また、

移乗及び入浴介助時にリフトを使用し、人力での要

介護者の抱え上げや無理な姿勢での作業を減らす

ことも、腰部負担の軽減に関係した。 
このようなことから、介護者の腰痛予防につながる

安全衛生活動は、介助方法に関する形式的な講

習・研修や運動・体操よりも、介助方法や福祉用具

に関して具体的に相談できる責任者を選任してその

者から相談・指導を受けること、また入浴介助におい

てリフトを積極的に導入して人力での持ち上げや無

理な姿勢をとらない介助方法に変えていくことが重

要と考えられた。 
この結果を受け、当初予定していた、安全衛生活

動を確認するためのチェックリストを十数施設に配布

する介入研究ではなく、介助方法や福祉用具に関

して具体的に相談できる責任者を育成し、その責任

者を中心に福祉用具を積極的に活用して介助方法

を見直すといった職場改善を進めていく介入研究を

実施することにした。対象施設は、職場改善のインス

トラクターが教育に入る施設が3施設（介入施設）と

特別な取り組みを行わない施設が1施設（対照施設）

の計4施設とした。この介入研究では、平成27年1～
3月に介入前のアンケート調査をし、平成28年1～3
月に介入1年後のアンケート調査を実施する。対象

者は施設管理者とそれらの施設に勤務する介護職

員全員とする。現在は、介入前のアンケート調査を

終了している。 
諸外国の重量規制等の情報は、既に報告してい

るイギリス、デンマーク、オーストラリア、中国、韓国、

台湾に加え、フィンランドの情報を厚生労働省労働

衛生課に新たに報告した。 

(2)サブテーマ2 
今年度の前半は、初年度に購入した入浴介助機

器（ストレッチャー）に既存の安全装置等を搭載する

などの改造を行った。改造では、初年度の施設調査

で明らかになった介護者の挟まれ災害に対する保

護方策（構造、装置、使用方法）を対象とし、本質安

全設計方策と既存の安全装置を活用したインタロッ

ク機能によるリスク低減を検討した。 
この検討ではストレッチャーの機構を改良すること

で、特別な人体接触検知手段を用いずに、挟まれ

巻き込まれのリスクを低減する保護方策を実現した。

購入したストレッチャーの基本的な設計仕様では、も

ともと重なり合うよう設計された一部分を除き、ストレ

ッチャーと浴槽とが意図された正しい位置関係にあ

れば、ベッドを下降させても挟圧箇所となる部分は

生じない。このことに着目し、本質安全設計方策とし

て、ストレッチャーが正しい配置に位置決めされるよ

う浴槽下にガイドを別途設けることとした。さらに、図

１に示すように、ストレッチャーとガイドとが接する位

置に、既存のインターロックスイッチを設け、その信

号により位置決めが適切に行われると自動的にスト

レッチャー本体からストッパ（アウトリガ）が突出するよ

うにした。 
 

 
これは、ストレッチャー本体を正しい位置に保持す

るばかりでなく、操作者に位置決めの完了を伝える

ためのものでもある。この機構には浴槽下の床に構

造物（ガイド）の設置が必要となるが、安価なスイッチ

を用いて簡素な改良で実現できる。試作した保護方

策の有効性を検証するため、改造後のストレッチャ

ーを介護施設に持ち込み、不具合や使用上の課題

について検証した。使用上の課題については、今後

より多くの介護者の意見を得てさらに検討を進める

べきであるが、人体接触検知手段を用いない保護

方策として、一定の有効性が確認できた。 
一方、上記の方策では対処できない部分として、

ベッド頭側は浴槽の縁に重なり合うよう設計されてい

図1 インタロック機能 
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る。この部分への対応については今年度の後半より、

人体接触検知手段を用いた保護方策として、既存

の接触センサの活用と非接触センサの新規開発と

の2通りで検討を進めた。接触センサは、バンパース

イッチに利用されているテープ状の感圧センサを代

用した。既製品の感圧センサは必要な安全性能を

有しているが、入浴用としては十分な防水性能はメ

ーカーで保証されていないことから、独自に防水性

能の検証および改良を実施する計画に変更した。 
感圧センサの防水性能は図２に示す恒温恒湿槽

を用いた耐環境試験（JIS C 60068-2-30）により、必

要最低限の性能は有していることが確認された。そ

こで、より厳しい条件での耐久性試験を今後実施す

ることとした。繰り返し圧縮変形の寿命などを確認す

る予定である。 
新規開発の非接触センサについては試作品を製

造した。試作したのは電界通信方式の人体通信装

置である。人体通信は省電力の人体近傍無線通信

の総称であり、人体を無線装置のアンテナとして通

信を行う。現在は接触によるセキュリティ通信の用途

で実用化が進んでいる。非接触の通信も技術的に

は可能であるが、非接触で人体通信することの利点

が見いだされていないため非接触式はあまり実用化

が進んでいない。 
今回の用途に照らすと、挟まれや巻き込まれを効

率的に予防する意味では、接触直前で人体を検知

することができる非接触式は有益である。試作品を

用いて非接触方式の実用性を検証していく計画で

ある。 
【研究業績・成果物】 
[その他の専門家向け出版物] 
1） 岩切一幸（2014）福祉の現場での腰痛対策ｰ腰

痛予防対策指針を理解する, 月刊福祉 Vol.7，
pp.16-19． 

2） 岩切一幸（2014）第2部 腰痛の原因と対策．公

益財団法人テクノエイド協会, リフトリーダー養

成 研修テキスト 三訂版，pp.37-59，東京，公益

財団法人テクノエイド協会． 
[国内外の研究集会発表] 
1) 岩切一幸（2014）介護と人間工学．日本人間工

学会第55回大会 シンポジウム 高齢・福祉社会

における人間工学の役割と未来，日本人間工

学会誌 第50巻特別号，pp.46-47． 
2) 岡部康平，芳司俊郎，池田博康，岩切一幸

（2014）入浴介助機器における介護労働者のた

め の 安 全 管 理 の 検 討 , 日 本 機 械 学 会

ROBOMECH2014，講演論文集，CD-ROM． 
3) 岡部康平，濱島京子，佐藤嘉彦（2014）予防原

則に基づく安全設計の考察, 電子情報通信学

会，信学技報，Vol.114，No.192，pp.11-14． 
 

 

 

���� ����������������������������������【4年計画の2年目】 
高木元也(人間工学・リスク管理研究G)，大西明宏(同)，高橋明子(同)，菅間敦(同)，

島田行恭(化学安全研究G)，藤本康弘(同)，板垣晴彦(同)，大塚輝人(同)，佐藤嘉彦(同)，
清水尚憲(機械システム安全研究G)，梅崎重夫(同)

 
【研究期間】平成25～28年度 
【実行予算】21,240千円（平成26年度） 
【研究概要】 
(1) 背景 
本研究の社会的背景として、中小規模事業場の

労働災害が頻発している点があげられる。休業4日
以上の死傷者数（平成22年、全産業）をみると、労

働者数50人未満の事業場で全体の3分の2近くの災

害が発生し、労働者数1～9人規模の事業場の死傷

災害年千人率は300人以上の規模の事業場の1.57

倍にも及んでいる（製造業では5倍強）。また、研究

代表者が行った中小企業を対象とした安全活動実

態調査では、化学プロセス産業、小売業等では、労

働災害防止団体から労働災害防止関連情報を収集

する割合は低い、加盟している業界団体の多くは労

働災害防止支援活動を行っていないなど、外部から

の情報収集が極めて少ない。リスクアセスメントにつ

いても、中小規模事業場では「どのように進めればよ

いのか分からない」、「時間的、コスト的にも余裕が無

い」などの理由から実効性のあるリスクアセスメントが

図2 耐環境試験例（温度55℃、湿度93RH%）
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実施されているとは言い難いところも数多く見受けら

れる。 
一方、中小規模事業場の安全確保は、厚生労働

省の労働災害防止計画においてはリスクアセスメン

ト推進、安全衛生管理対策強化等の面で重要とされ、

また、今後10年のわが国労働安全衛生分野の優先

研究課題を示した労働安全衛生重点研究推進協議

会「労働安全衛生研究重点領域･優先課題」におい

ても「中小企業・自営業におけるリスク管理の推進」

が掲げられているなど、行政的要請が極めて高い研

究テーマである。 
(2) 目的 
中小規模事業場の労働災害防止を研究テーマに、

これまでの当研究所での研究成果の蓄積を十分活

用できる建設業、化学プロセス産業、小売業を対象

に労働災害防止促進方策の開発・普及を行う。 
これに加え、高年齢労働者の安全確保策の研究等、

これら3つの産業の横断的研究を推進する。 
① サブテーマ1：頻発労働災害防止のための中小

建設業者支援方策の開発・普及 
② サブテーマ2：化学プロセス産業の中小規模事

業場におけるリスク管理方策の普及のための研

究 
③ サブテーマ3：小売業における転倒災害防止支

援策の検討と普及 
(3) 方法 
研究の推進にあたり，労働局・労働基準監督署と

の連携を強化し事業場指導ニーズ等を把握する。ま

た、中小企業から研究協力を受けられる体制を構築

し、中小規模事業場のニーズを把握するとともに、

研究成果の検証・改良、及び普及促進等を行う。構

築方法は信用調査会社保有のデータベース等を活

用し、建設産業は一般土木建築5,000社（当該業種

全体の約3％）、工務店5,000社（同約9％）、化学プ

ロセス産業約5,000社（同約60％）、小売業約2,500
社（同約50％）を対象に、研究協力を受けられる中

小企業のデータベース整備等を行う。また、業界団

体、学会との連携、さらに建設産業では公共工事発

注者との連携も図る。 
(4) 研究の特色・独創性 
中小規模事業場の労働災害防止に関する取組は、

これまで災害防止団体で主体的に行われ多くの成

果が見受けられるものの、未だ多くの課題が残され

ている。例えば、中小規模事業場に対し、実効性の

あるリスクアセスメント手法、労働安全衛生マネジメン

トシステムの普及、高年齢労働者の安全確保策、ヒ

ューマンエラー対策、職長・作業者の安全水準・安

全意識向上方策等においては、更なる幅広い支援

方策が必要である。 
当研究所は、実験等により独自に研究開発できる

強みを最大限活かし、産業界等との連携を強化しつ

つ主体的かつ総合的に研究を推進することが求め

られている。 
また、労働局、労働基準監督署では、中小規模事

業場に対し効果的な指導ができるような情報提供を

求めていることから、これら行政機関との連携を一層

強化し、現場最前線の真のニーズに基づく研究成

果を出すことも重要であり、このことは行政ミッション

型である当研究所にとって非常に意義の高いもので

ある。 
既往の類似研究について、中小規模事業場の安

全確保を主対象とした研究は少なく、さらに本研究

では、現場ニーズの把握、研究成果の検証・改良、

研究成果の普及促進等を目的に、中小企業データ

ベースの整備等により中小企業から研究協力を受

けられる体制を構築して進める、このような研究方法

は他に見受けられない。 
【研究成果】 
今年度、本研究の各サブテーマにおける成果は

以下の通りである。 
(1) サブテーマ1： 
本サブテーマの担当者が主担当となり、3つのサ

ブテーマの産業横断的調査を行った。 
1) 労働安全行政による中小規模事業場指導実態

調査 
労働災害が多発している中小企業に対する安全

指導の実態を把握するため、各都道府県労働局を

対象にアンケート調査を実施した。その結果、数多く

の労働局では、労働行政運営上、建設業を、第三

次産業、製造業、陸上貨物運送事業と並び重点産

業にあげ、リスクアセスメント、健康障害、安全教育

等を重点項目にあげた。また、建設業で効果が認め

られた安全指導には、改善事例や労働災害事例を

用いた指導、個別指導、グループ討議や発表を含

む研修会、産業団体・労働災害防止団体との連携

等をあげ、安全指導に役立つもののニーズは、製造

業と同様のものとして業種別・作業別のツール、他

方、建設業特有のものとして各種労働災害の詳細

分析等があげられた。 
2) 安全教育ニーズ等の把握 
昨年度のアンケート調査を通じて構築した中小企

業データベース（研究協力を受けられる中小企業

1,197社）等を活用し、中小企業1,197社を対象に、

安全教育ニーズと教育効果に関するアンケート調査

を実施し、安全教材使用後の意見等を収集・分析す

る。 
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3) 安全教育研修会の開催準備 
木造戸建住宅建築工事を対象に、中小建設業者、

一人親方に対する安全教育の検討を行うため、東

京労働局、建設業労働災害防止協会東京支部、全

国低層住宅労務安全協議会、東京都建築組合連

合会、東京建設産業組合連合会、東京建設職能組

合連合会、東京中小建築業協会、全国建設労働組

合総連合東京都連合会、東京都鳶工業会、全国住

宅産業協会で構成される検討会を開催し、次年度

から研修会を開催することを決定し、以下のとおり開

催準備を行った。年度末には、東京労働局が研修

会受講を促進するための通達を発出した。 
①研修テキスト作成 
②研修プログラムの策定 
③各団体に対する研修会受講者募集要請 
④研修会講師養成 
⑤教育効果計測調査票作成 

4) 公共工事発注者との連携 
東京都水道局と連携し、発注標準（格付）下位ラ

ンク業者等を対象に安全教育を行いその効果を検

証することを目的に、水道工事における危険要因知

覚測定ツールを作成した。 
5) 危険要因知覚測定ツールの管理サイト構築 

危険要因知覚教育システムの「IT環境の構築」、

「教材配信及び結果表示機能の構築」、「運用に基

づく改良」を実施する予定で、現在、「ＩＴ環境の構

築」、「教材配信及び結果表示機能の構築」を実施

した。残る「運用に基づく改良」については、今後、

大手ハウスメーカーM社の協力を受け、利用可能性

に関する実証実験を実施する。 
6) 高年齢作業者のハザード知覚に関する実験 

高年齢作業者の危険認知の特性や問題点を明ら

かにするため、危険認知に関する実験を実施した。 
まず、一般社団法人住宅生産団体連合会 工事

CS・労務安全管理分科会の協力を受け、管理者と

作業者32名を対象としたヒアリング調査を実施し、心

理実験の刺激作成のためのデータを取得した。この

ヒアリング調査をもとに、建設作業者40名（中年齢作

業者20名、高年齢作業者20名）を対象とした実験を

実施した。 
(2) サブテーマ2： 
1) プロセス災害防止のためのリスクアセスメント等の

進め方提案と中小規模事業における実施支援 
プロセス災害（火災・爆発・漏洩など）防止を目的

としたリスクアセスメント（RA）等の進め方（図1）につ

いて検討するとともに、中小規模事業場でのRA等

実施支援のために参考となる情報をまとめている。 
［STEP 1 物質・プロセスの危険源有無の確認］ 

取り扱い物質・プロセスに対する質問に答える形

で、これらの危険源の有無を確認する。危険源があ

ると判定された場合は、STEP 2以下のRA等を実施

する。危険源がないと判定された場合は、STEP 3⑤

に進み、現場の作業者が意識しておくべきポイント

をまとめる。 
［STEP 2 リスクアセスメント］ 
① 対象プロセスに潜在する危険源を特定し、プロ

セス災害に至るシナリオを同定する。危険源の特

定はa)作業（操作）の不具合、b)設備・装置の不

具合、c)外部要因を想定し、プロセス災害に至る

シナリオを同定する。このとき、既存のリスク低減

措置は設置されていないものとしてシナリオを検

討する。 
② シナリオに対するリスクを見積もり（リスクレベルを

求める）、許容可能なリスクレベルに到達している

かどうかを判定する（リスクの評価）。既存のリスク

低減措置が実装されている場合には、その有効

性を確認するために、リスク低減措置が存在しな

いと仮定した場合（その1）と、リスク低減措置が

機能した場合（その2）についてリスクを見積もり、

評価する。これにより、既存のリスク低減措置がど

のような効果があり、リスクレベルを下げることに

寄与しているかどうか（リスク低減措置の有効性）

を確認する。 
③ ①②を繰り返し、様々なシナリオの同定と、リスク

の見積もり及びリスク評価を行う。 
［STEP 3 リスク低減措置の検討・実施］ 
④ リスクレベルが高い（あるいは重篤度の大きい）シ

ナリオから順番に、リスクレベルを下げるために

追加すべきリスク低減措置を、多重防護の考え

方に基づき検討（立案）する。追加のリスク低減

措置を実施した場合を想定し、再度、リスクを見

積もり、リスク評価を行う（その3）。リスクレベルが

許容範囲に収まるようリスク低減措置の検討を繰

り返す。 
⑤ 追加のリスク低減措置の実施（実装）可否を確認

するとともに、可能であればリスク低減措置を実

装する。さらに、現場の作業者に伝えておくべき

特記事項（例えば、リスク低減措置の機能維持に

関する注意点など）や残留リスクへの対応などが

ある場合には、RA等実施シートに記載しておき、

注意を促す。 
RA等実施シートはシナリオ毎に作成されるが、危

険源の特定、シナリオの同定、リスクの見積・評価、リ

スク低減措置の検討などの過程が明示的になるよう

工夫している。 
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中小規模事業場でのRA等実施支援策として、国

内外におけるRA等の手引き書を参考に、 危険源

の特定、プロセス災害に至るシナリオの同定、リスク

低減措置の検討などに参考となる事例を整理し、提

供する。また、RA等実施シートへの記入とRA等結

果シート（一覧表）の作成を支援するツールを開発

中である。 
2) 事故事例DB活用環境の構築 
類似事例の検索を容易に行えるように、検索語が

用意されている事故情報提供ツールを構築し、公開

した。さらに、1)のRA等実施支援ツールとリンクさせ

ることで、プロセス災害の想定やシナリオ同定などの

参考にすることができる支援環境を目指している。 
(3) サブテーマ3： 
サブテーマ3では小売業の中でも業務オペレーシ

ョンや施設構造が全体的に類似し、事業所数も多い

ことから普及効果が期待できるスーパーマーケットを

対象に転倒防止対策を検討した。以下に示した実

施項目ごとに成果を報告する。 
1) 現場調査 
スーパーマーケットにおける安全衛生活動の実態

から、良好事例および問題点の抽出を目的とした現

場調査を実施した。対象は西日本を中心に出店し

ているA社と全国に出店しているB社であった。A社

は2S（整理、整頓）への取組みが有名な企業として

近年注目されている。調査内容は店舗の売場およ

びバックルーム等の巡視、各店舗の担当者からのヒ

アリングであった。A社は売場、バックルーム共に整

理整頓が行き渡っており、特にバックルームでは4種
類のラインを用いて、動線や配置場所を直感的に理

解しやすい工夫がなされていた。売場ではほとんど

マットが敷かれておらず、根本的に濡れ・油垂れが

生じない対策の優先が徹底されていた。このような

方針およびルールは非正規職員やテナント職員に

対しても雇入時教育として必ず周知される仕組みが

あり、スーパーマーケットにおける安全衛生活動の

モデルになるものと考えられた。一方、B社であるが、

昨年までに調査した5社と大きく変わる部分はなかっ

たが、都心部の高齢化対応による店舗のコンパクト

化によるバックルームの作業スペースの狭さが目立

った。このことについて従業員らにヒアリングしたとこ

ろ、他店舗や他社と比較することがないので、狭さを

意識することはないとのことだった。B社においてもA
社のように2Sを徹底することで動線の確保や作業の

効率化が進み、結果として転倒災害が起こりにくい

作業環境となることから、A社などで見られた良好事

例を水平展開する意義があると考えられた。ただしこ

れまでの2年間で対象とした7社すべてにおいて、売

場のセラミックタイル等の床面の滑りやすさへの対策

はほとんどなかったことから、今後の課題になると考

えられた。次年度からはこれら各社の知的財産であ

る良好事例を一般化して提供することができるかを

検討すると共に、問題点として明らかになった床面

の滑りやすさを摩擦試験機等で定量的に評価し、転

倒防止チェックリストに反映させる予定である。 
2) 小売業で使用している作業靴の耐滑性試験 
市販されている安全靴およびプロテクティブスニ

ーカー等の作業靴に適した耐滑性区分を検討する

ため、最初に実態把握として、小売業の事業主を対

象としたアンケートにより、作業靴の使用状況（製品

名など）を調査することにした。アンケート調査の対

象は株式会社帝国データバンクが保有する企業概

要データベースにおいて、①百貨店、②スーパース

トア、③その他各種商品小売業（以下、その他小売

業）の3業態に分類され、資本金5,000万円以下ある

いは従業員数50名以下の条件に該当する中小企

業とした。これに該当したのは2,543社であり、自記

式の調査票を各社の労務安全管理を総括している

者に対して郵送した。2,543社の業態別内訳は、百

貨店が31社、スーパーストアが889社、その他小売

業が1,623社であった。この2,543社に対し、実際に

使用している作業靴の製品名（型番）を最大で2つま

で回答を求めた。回答が得られた作業靴の耐滑性

を検証するため、26.0 cmの製品を購入し、安全靴の

規格（JIS T 8101）の靴すべり試験機（東洋精機製作

所）（図2）により測定した。測定時の室温および湿度

は規定の23±2℃、50±5%の範囲に調整した。 
はじめにアンケート調査の結果であるが、23社の

73製品の回答があったが、外観等が同一であるもの

は1種類と見なし、購入可能であったものを抽出する

と18社の39製品となった。これら39製品を耐滑性有

り、滑りにくい等の記載有り、記載なしの3条件に分

類したところ、耐滑性有りが1製品、滑りにくい等の記

図1 プロセス災害防止のためのRA等の概要
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載有りが13製品、表示（記載）なしが25製品となった。 
  

図2 JIS T 8101規定の靴すべり試験機による測定 
 
図3は上記の39製品を対象とした耐滑性試験の結

果である。プロットの形および色は靴の種類および

耐滑性等の表示の違いを示している。図中の静摩

擦係数は耐滑性試験の実施条件で得られた数値で

ある。39製品のうち、JIS T 8101において“耐滑性有

り”となる動摩擦係数が0.2以上であったのは一般短

靴の6製品のみであった。長靴では0.1を超えたのが

１製品だけであり、全般的に静摩擦係数が高い傾向

にあった。 

次に前述した耐滑性などの表示（記載）別に図3
の動摩擦係数を確認したところ、耐滑性有りの1製品

は0.2に届いていなかった。このように基準係数から

著しく離れていたことは問題であり、現状の認証制

度が適当であるかについても検証が必要と思われた。

滑りにくい等の記載のある12製品では6製品が0.2以

上であった。滑りにくい等のキャッチコピーは独自の

評価であるため客観性に欠ける。実際に動摩擦係

数の分布の幅は非常に広く、ユーザーが滑りにくい

靴を求めても、性能が不十分なものを手にするおそ

れがある。このようにユーザーが耐滑性を適切に判

断できる基準がないことは、耐滑性を有する作業靴

の普及を阻害することも懸念されるため、今後は従

来の耐滑性の認証が一般の短靴まで適用できる仕

組み作りが課題になると考えられた。 
表示（記載）なしの製品では0.2に近い製品が１つ

あったものの、大半は0.1に届かない製品であった。

また、滑りやすい場面での使用が多い長靴は、すべ

てが動摩擦係数0.2未満であったことから、長靴の使

用は滑りやすい状況にあることを周知し、あわせて

床面の摩擦力向上などの対策が求められるものと考

えられた。全体としては動摩擦係数が0.2を超えたも

のが15%と少ない傾向であったが、36%は耐滑性あ

るいは滑りにくい等の記載があった靴を使用してい

たことから、小売業において作業靴の滑りにくさには

一定の関心があると推察された。 
次年度以降は、今回の試験により明らかになった

動摩擦係数（耐滑性）の範囲について、滑りに関す

る評定値との関連性が認められるかを検証し、小売

業に対応した耐滑性区分の検討を進める予定であ

る。 
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数の事例で石綿繊維分析が可能となり、ばく露評

価の客観性が高まることが期待される。2通りの

TEM計測法の併用により、計測目的の絞り込みが

可能となり石綿繊維の種類、構成比率、繊維サイ

ズ等に関して更に詳細な情報が得られることが見

込まれる。 

【研究計画】 

26年度の計測に関しては、既存試料から石綿繊

維の種類と数のみで選択し、その他の情報は取り

扱わないので、精度管理的な研究として指針等に

該当しないと考える。次年度で新規事例を対象と

する場合は、該当事例の管理状況をあらかじめ把

握し、倫理審査委員会での承認手続きを含め、該

当者に不利とならない配慮を行う。 

 

 

 

(1４) 低周波音によって生じる振動感覚に対する可聴域騒音の影響に関する研究 

高橋幸雄(人間工学・リスク管理研究Ｇ) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

従来、作業環境騒音の評価は、聴力へのリスク

を低減するという観点からなされてきたが、音圧レ

ベルがそれほど高くない騒音による心理的影響

(不快感、作業能率の低下など)については、評価

方法が確立されていないのが現状である。近年進

んでいる低騒音機器の導入などにより、今後は、

作業環境騒音による心理的影響の重要性が増す

と予想され、そのリスク評価に寄与できる研究が必

要と考えられる。 

2. 目的 

本研究では、多くの作業環境で発生していると

考えられる低周波音(周波数が概ね100 Hz以下の

音)の特徴的な心理的影響である振動感覚(総合

的な不快感の構成要素と考えられる)を研究対象と

する。一般的な環境では可聴域騒音が存在する

のが普通であるため、その存在下での低周波音に

よる振動感覚の知覚特性を明らかにし、低周波音、

あるいは多くの低周波成分を含む騒音による振動

感覚評価指標を構築し、心理的影響のリスク評価

に寄与することを目的とする。 

3. 方法 

可聴域騒音成分と低周波音成分の各々の周波

数、音圧レベル等を変えながら、種々の組み合わ

せの複合音を刺激音として、被験者実験によって

振動感覚の閾値、等感度レベル等を測定する。そ

の結果に基づき、騒音の周波数特性や音圧レベ

ルから振動感覚を予測する方法や、振動感覚の

評価指標を探索する。 

4. 研究の特色・独創性 

低周波音による振動感覚の閾値の測定につい

ては、研究代表者が純音を用いて実施したものも

含めて過去に数例しか無い。また、振動感覚の等

感度レベルについては、研究代表者による純音で

の測定例があるのみである。さらに、研究代表者

が知る限り、低周波音と可聴域騒音の複合ばく露

による振動感覚の閾値・等感度レベルの測定例は

過去に無い。 

【研究計画】 

研究期間を再延長する。本研究で得られた測定

データ、及び他の研究課題での研究で得られた

データに基づき、低周波域での振動感覚知覚の

影響を考慮した低周波音の評価方法を検討する。

また、本研究課題に関連する文献調査を実施する。 
【研究成果】 

低周波音による振動感覚が頭部で鋭敏に知覚

されることに着目して独自に「頭部の振動感覚」を

定義し、8種類のテスト音(16、20、25、31.5、40、50、

63、80 Hzの低周波域純音)に対する「頭部の振動

感覚」閾値を、可聴域騒音(音圧レベルが45 dB(A)

または55 dB(A)のホワイトノイズ)が存在する/しな

い条件で測定した。その結果、「頭部の振動感覚」

閾値は、可聴域騒音(2つの音圧レベルとも)の有

無によってほとんど変化しなかった。このことから、

聴覚による低周波音の知覚をマスクする可聴域騒

音が存在することが多い作業環境下においても、

低周波音の音圧レベルが振動感覚を誘起するレ

ベルに達している場合には、振動感覚の知覚はマ

スクされない可能性があると推測された。 

続いて、50 Hz、85 dB(Z)の純音を基準音とした

「頭部の振動感覚」の等感度レベルを、同じテスト

音・可聴域騒音条件下で測定した。その結果、閾

値と同様に、「頭部の振動感覚」の等感度レベルも

可聴域騒音の影響をほとんど受けなかった。この

結果から、低周波音の音圧レベルが振動感覚を

誘起するレベルに達している場合には、可聴域騒

音によって振動感覚の知覚がマスクされないこと

が確認されたことに加えて、知覚される振動感覚

の大きさも可聴域騒音の影響を受けない可能性が
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